
議会運営委員会議会改革検討小委員会 

次   第 

 

 

                 日時：令和８年６月 18 日(木) 

                                       議会運営委員会終了後 

                                 場所：議 会 運 営 委 員 会 室 

 

 

１ 開 会 

 

 

 

２ 京都府議会の選挙区・定数のあり方について 

 

 

 

３ その他 

※次回開催予定：６月 29 日（月） 議会運営委員会終了後 

 

 

 

４ 閉 会  
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議会改革検討小委員会 選挙区・定数のあり方に係る中間整理 

 

議会改革検討小委員会では、選挙区・議員定数のあり方について、過去の議論の経過や

他府県における検討状況を確認するとともに、推計人口による選挙区人口の動向把握を行

ってきた。こうした中、確定的な検討には国勢調査結果が必要であるため、令和８年５月

以降とされる令和７年国勢調査速報値の公表までの間において、地方議会及び議員の役割

や選挙区・議員定数をテーマに、参考人からの意見聴取及び質疑を実施した。 

本中間整理は、選挙区・議員定数のあり方について、参考人の意見及び主な質疑を整理

し、次期小委員会に引き継ぐための基礎資料として、取りまとめたものである。 

 

【参考人からの意見聴取の概要】 

 日 時：令和８年４月６日（月）午後１時 30分～午後３時 30分 

 場 所：京都府庁 議会棟３階 第６委員会室 

 参考人：京都大学法学系（大学院公共政策連携研究部） 教授 原田大樹 氏 

 聴取した意見：「地方議会・議員の役割や選挙区・定数のあり方について」 

 

 

１ 参考人の意見  

(1) 地方議会・議員の法的地位 

 

ア 憲法と地方議会 

日本国憲法は、第 93 条において地方公共団体に議事機関として地方議会を必置

とし、その構成員である議員を住民の直接選挙により選出することを定めている。

地方議会は憲法上の「議事機関」として、団体意思の形成を担い、地方自治の本旨、

とりわけ住民自治を実現するうえで極めて重要な地位を有している。 

 

イ 地方自治法と地方議会 

地方自治法は、地方議会に条例制定や予算の議決、行政監視などの広範な権限を

認めている。議員定数は条例主義により各地方公共団体の判断に委ねられる一方、

兼職禁止は一律に定められ、地方議会は利害関係から独立した中立的な合議体とし

て位置付けられている。 

 

ウ 公職選挙法と地方議会議員 

公職選挙法は、地方議会議員の選挙権・被選挙権及び選挙区の設定を定め、都道

府県議会では市町村を基本単位とする選挙区が原則とされている。選挙区及び定数

配分は人口比例を基本としつつ、特別の事情がある場合には、人口を基準に地域間

の均衡を考慮することが認められている。 

 

(2) 立候補者確保の方策 

 

ア 兼職制限と居住要件の緩和可能性 

地方議会議員のなり手不足は深刻化しており、令和５年統一地方選挙では、道府

県議会議員選挙区の 37.1％で無投票当選が生じている。 

 

資料１ 
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これに対し、他の地方公共団体職員の立候補制限や居住要件の見直しが検討され

てきたが、中立性・公正性、職務専念義務や住民代表性との関係で課題が多く、地

方制度調査会等でもなお結論は得られていない。 

 

イ 議会活動の環境整備 

多様性の確保を前提に、専業議員を増やすか、兼業議員を増やすかについては、

各地方公共団体が自律的に判断すべき事項である。専業議員の増加を図る場合には、

報酬を中心とした待遇の改善が必要となり、兼業議員の増加を図る場合には、休日・

夜間議会の開催やオンラインによる委員会出席など、議会運営上の工夫を進める必

要がある。 

 

(3) 正統性確保の方策 

 

ア 人口比例原則 

公職選挙法は、参政権の平等（一人一票）を前提として、人口比例原則に基づく

定数配分を求めていると考えられる。 

最高裁判例の傾向としては、１票の較差が３倍を超える場合には違法と判断され

る可能性が高いとされている一方、単に較差の数値のみではなく、特別の事情の有

無や是正に向けた検討・努力の状況も考慮されている。 

この特別の事情としては、都道府県と政令指定都市との関係も検討対象となり得

るが、政令指定都市が有する権限や人口規模のみをもって人口比例原則からの逸脱

を正当化することには限界があり、地域代表性の確保という文脈の中で限定的に考

慮され得るものと考えられる。 

 

イ 基礎自治体選挙区原則 

都道府県議会議員選挙においては、市町村を単位とする選挙区設定（基礎自治体

選挙区原則）が採られており、地域代表を議会に送り出す趣旨に基づくものである。 

他方、人口減少の進行により、郡部を中心に一人区の増加や合区が生じ、現職優

位や無投票当選、多様な民意が反映されにくいといった課題が生じている。こうし

た中、一人区を選択して地域代表性を重視するのか、合区を選択して新規参入の可

能性を高めるのか、あるいは議員数の増加を選択し、議会の監視・政策形成機能を

重視するのかといった、政策的な選択が求められている。 

 

ウ 首長と議会の役割分担 

日本の地方自治制度は、首長と議会がそれぞれ住民から直接選ばれる二元代表制

を採用しており、京都府議会基本条例も、この制度を前提として、両者の役割分担

及び緊張・協力関係を想定している。 

首長選挙が地方公共団体全体の民意形成を担うのに対し、地方議会は多様な意見

や地域の利害を代表し、議事機関としての討議を通じて意思決定を行う役割を担っ

ている。このため、地方議会選挙においては、民意の多様性や地域性を反映した多

様な代表の確保が特に重要である。 

 

エ まとめ 

人口減少の進行により、今後は都道府県の役割が従来以上に重要となり、とりわ

け市町村による行政事務の遂行が困難となる過疎地域において、府県の補完的役割

がより重視されると考えられる。 
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一方で、公職選挙法が抜本的に改正されない限り、人口比例原則と基礎自治体選

挙区原則は維持されるため、地域代表性の確保という特別の事情について正当化で

きる事情を示すことが重要である。その際、１票の格差は概ね２倍程度、最大でも

３倍未満に抑えることに加え、選挙区や定数の見直しを恒常的かつ慎重に行い、そ

の過程及び内容について外部から確認可能な透明性を確保することが求められる。 

 

 

２ 主な質疑（〇：委員、●：参考人） 

(1) 人口減少下の議会・議員の役割等について 

〇 人口減少下で定数削減を求める声が出る一方、そのことで議会の多様性や地域代

表性、監視・政策形成といった機能が弱まる懸念もある。このような中で議会や議員

にはどのような役割が求められるか。 

● 議会の監視機能や政策形成機能は、憲法や地方自治法が議事機関としての地方議

会に託している役割であり、議事機関としての地方議会の最も重要な点は、多様な意

見を持っている人たちが公開の場で議論するということにある。多数の職員を抱え、

多様な行政活動を行っている首長部局を監視するには一定の人数が必要であり、また

政策形成の面でも一定数の代表者がいなければ多様な利益・考え方を代表することが

不可能になるので、定数の削減には慎重な考慮が必要と考える。 

〇 人口減少や市町村合併などを理由とした、これまでの京都府議会における定数削

減の経緯についても、立ち返った議論が必要と考えるがどうか。 

● これまでの地方自治体における定数削減の議論は、その時々の人口の変化や財政

状況で判断する傾向が強いという印象は持っている。今後は、議会として最低限必要

な人員はどれくらいかということを考えた上で議論する必要が出てきているのでは

ないか。 

 

(2) １票の較差・逆転区の法的な許容範囲等について 

〇 地域代表性・多元的代表制を守るという観点から、１票の較差・逆転区はどの程

度まで法的に認められるか。 

● 最高裁判所はこれまで較差３倍という線を引いており、逆転選挙区の多寡は判断

の中であまり意味を持っていないようである。３倍を超えない範囲であれば、特別の

事情を合理的に説明でき、これまで是正のための努力をしていれば違法とされる可能

性は低いのではないかと考える。 

〇 是正のための努力とはどのようなことをしていけばよいか。 

● この小委員会のような会議体が議会に設置され、選挙区・定数について議論を行

い、その内容が明確に外部に示されているということは、最高裁判所も重視すると考

える。 

〇 今後、選挙区・定数についての検討をどのように進めていくことが効果的と考え

るか。 

● 議会自身が会議体を作って検討するということが重要と考える。他方、具体的に

選挙区・定数を動かすとなると、議員は利害関係者になるので、第三者の専門家に一

旦検討させて、その案を基にもう一度議会で議論するというやり方が、透明性・中立

性の観点から望ましいと考える。 
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(3) 人口比例以外に考慮すべき事項について 

〇 人口だけでは過疎地域の声を府政に届けるのは難しいと思っているが、地理的条

件・産業構造などはどの程度考慮できるのか。 

● 地域代表性が公職選挙法上重要であり、地理的条件・産業構造も地域代表性の中

で考慮することは十分あり得る。 

〇 政令指定都市が持つ権限の大きさを選挙制度・定数配分に反映することは考えら

れるか。 

● 政令指定都市と都道府県の関係は選挙制度ではなく大都市制度の問題と考える。

京都市の住民かそれ以外の住民かは、京都府との関係において区別がないので、投票

に関して差をつけるのは難しい。 

〇 公共事業や防災などを考えると郡部選出の議員の作業量は増大すると考える。そ

の点から全体的に効果的な議員定数のあり方を検討することはできないか。 

● 一人一票という憲法上の原則を考えると議員１人当たりの任務や仕事量をベース

に選挙区・定数を決めるのは難しい。 

〇 人口が減ったからといってすぐに選挙区・定数を減らすと、その後人口が増えて

も戻すことは難しい。将来的な人口の動きを考慮することは認められるか。 

● 人口が減少していても将来的に増えることが分かっている場合は、それを特別の

事情として削減・合区をしないという選択をしても最高裁判所に違法とされる可能性

は低いと考える。 

 

(4) 一人区について 

〇 一人区については現職が優位になり挑戦がしづらいなど、無投票当選の増加につ

ながるという話がある。一人区は多様な民意の反映を阻害するのではないかと思うが

どうか。 

● 一人区は基本的に避けた方がよいと考えている。現職優位や挑戦する人が少なく

なるという理由だけではなく、地域を代表する議員が１人しかいないということは、

多様な声を代表できなくなるのではないかという問題がある。 

 

(5) 合区について 

〇 合区を行うと有権者と候補者との関係が希薄になること、選挙区の設定で区割り

が恣意的になることが懸念されるが、合区の問題点についてはどのように考えられ

るか。 

● 合区については、地域の代表だという感覚がなくなるのが最大の問題である。公

職選挙法では基礎自治体のまとまりで一定の代表者を出すことが想定されている

が、合区になると必ずしも共同体ではない区域から議員を出すことも想定される。 

 

(6) 議員定数の増加について 

〇 議員定数を増加させるという選択肢も大事だと思うが、それについてはどのよう

に考えるか。 

● 議会が持つ首長部局に対する監視機能という点では、現在の議員の数でも足りて

いないと考える。政治的には難しいが、理論的には十分考えてよい選択肢ではないか。 
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〇 一人当たりの議員報酬を減らして、総額を維持したまま議員定数を増やすという

方法は考えられないか。 

● 政治的に定数を増やす・削減しないという選択が難しいのはお金の問題があると

思うので、総額は変えないで人を増やすという選択は十分考えられる。他方で、議員

の待遇として、専業で生活できるような水準は確保する必要がある。 

 

（参考意見） 

〇 人口の偏在が進む中で、人口比例原則などは今後どうなっていくと考えるか。 

● 先の議論を見通すのは難しいが、現在の公職選挙法の枠組みは大分限界を迎えて

いると思う。人口比例原則を重視するなら選挙区を設定しないことにしなければ解

決せず、基礎自治体単位の選挙区を重視するなら１票の較差をもう少し広く見ない

と成り立たないが、地方制度調査会ではそこまでの議論にはなっていない。 

 

〇 投票率低下は議会・議員の民主的正統性にどのような影響を与えるのか。 

● 投票率と民主的正統性は学問的には関係がないが、政治学的には地方公共団体の

住民が自分たちも府政に参画しているという意識を持てる状態にするのが重要で

はないかと考える。 

〇 広域行政の今後の役割を考える中で専門人材の確保ということの延長線上に地方

議会議員の役割を位置付けるような議論はあるのか。 

● 専門人材の確保については地方制度調査会でも取り上げられているが、その延長

線上に地方議員を位置付けるという議論はまだされていない。議員の住民代表とし

ての面がフォーカスされており、政策形成や監視のスペシャリストということがあ

まり強調されていないためかと考えられる。 

〇 議員が選挙区以外の住民の意見も吸い上げていくことについて、制度的にどのよ

うに担保できると考えるか。 

● 議会の中で公聴会や会議体を作って住民とコンタクトを取る、住民のところに直

接出向いて集会やタウンミーティングのようなものを開くということはあり得る

と考える。 

〇 京都府は南北に広く、地域によって議員に移動距離や時間に大きな差があるが、

議員の負担や活動時間の制約などの問題があると考えるがどうか。 

● 移動の制約は重要な問題であり、この点を改善するためにもオンラインによる委

員会出席などを考える必要があるのではないか。 

〇 地方制度調査会の中で、議員の候補者を増やすためにはどのようなアイデアが出

ているのか。 

● これまでの議論では、他の地方公共団体職員との兼職制限の緩和と居住要件を緩

和の２つが代表的な提案だが、実現は容易ではない。 
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３ 参考資料  

◆別添１ 近年の京都府議会議員の選挙区・定数の検討状況について 

     ・検討経過（平成 23年～令和５年） 

・選挙区・定数等に係る検討結果（平成 22年～令和４年） 

 

◆別添２ 選挙区・定数検討資料集 

１ 京都府の状況  

①京都府の推計人口の推移と選挙区定数 

②選挙区別議員１人当たり人口と較差（令和２年国勢調査確定値）  

③選挙区別議員１人当たり人口と較差（令和７年国勢調査速報値） 

④選挙区別人口と議員数（令和２年国勢調査確定値）※逆転選挙区資料  

⑤選挙区別人口と議員数（令和７年国勢調査速報値）※逆転選挙区資料 

⑥選挙区及び定数の経過（平成 11年一般選挙以降）  

⑦「１票の較差」・「『逆転選挙区』の数」の推移 

⑧市町村別配当基数（国勢調査） 

⑨市町村・選挙区ごとの人口の推移（国勢調査） 

⑩選挙区別将来推計人口 

⑪選挙区別流出流入人口（夜間人口、昼間人口）  

⑫京都府議会議員の選挙区配置と定数（府内地図）  

２ 全国の状況  

⑬議員定数に関する全国状況等 

⑭各都道府県における選挙区・定数の点検・見直しの状況（R5以降）  

⑮都道府県別 総人口の推移 

⑯一票の較差に関する全国状況  

⑰逆転選挙区に関する全国状況  

３ その他  

⑱都道府県議会議員選挙における一票の較差に関する最高裁判決の状況  

⑲都道府県議会議員選挙区に関する法令  

⑳議員の定数並びに選挙区及び各選挙区の議員の定数に関する条例  

㉑用語集 

 

※ 下線の資料については、令和７年国勢調査速報値を反映したもの 

 



別添１ 

 
近年の京都府議会議員の選挙区・定数の検討状況について 

 
 
１ 令和５年４月一般選挙に向けた検討（改正なしで一致） 

(1) 協議の場 議会運営委員会選挙区・定数等小委員会 
(2) 開催回数 ８回（令和４年８月 19日から 10月４日まで） 
(3) 検討結果 
○ 議員定数及び選挙区は、現状維持 
〇 一票の較差の縮小や逆転選挙区の解消については、今後も検討が必要な課題と
して認識し、人口動態について注視していくことで一致 

 

２ 平成３１年４月一般選挙に向けた検討（改正なしで一致） 
(1) 協議の場 議会運営委員会選挙区・定数等小委員会 

(2) 開催回数 ７回（平成 30年７月 13日から 10月３日まで） 
(3) 検討結果 
○ 議員定数は、多様な府民の意思を的確に府政に反映させるため、府民の理解が

得られる必要定数とするべきであるとの考え方で一致 
○ 今回については、議員定数及び選挙区は、現状維持で一致。今後とも「一票の
較差」の状況について点検等を行い、必要があれば、是正がなされるよう努める
べきとの考え方で一致。 

 

３ 平成２７年４月一般選挙に向けた検討 
(1) 協議の場 議会運営委員会議会改革検討小委員会 
(2) 開催回数 11回（平成 26年３月３日から９月 18日まで） 

(3) 検討結果 
○ 公職選挙法の改正により選挙区の名称及び区域の表記について変更する必要
が生じたため、選挙区の名称は従来どおりとし、選挙区の区域の表示方法につい
ては、これまでの市名と郡名のみから、市名と郡名に町村名を追記 

○ 総定数・選挙区ごとの定数については、一つの結論にとりまとめることは困難
であったため、小委員会においては表明された意見を整理し、議会運営委員会に
報告 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（その後の経過） 
平成 26年９月定例会において、以下の２件の議案が提案された。 
＜案－１＞ 提出会派：自民 
・「宇治市及び久世郡」を「１人」増員、「左京区」を「１人」減員 

＜案－２＞ 提出会派：民主 
・議員の定数、選挙区の定数は変更せず、選挙区の区域の表記のみ変更 
 
 
 
賛成多数で「案－１」が可決・成立 

 



 
 
４ 平成２３年４月一般選挙に向けた検討 

(1) 協議の場 議会運営委員会選挙区・定数等小委員会 
(2) 開催回数 ５回（平成 22年７月 21日から 10月７日まで） 
(3) 検討結果 
○ 「相楽郡」を「木津川市及び相楽郡」とする。 
○ 議員定数と選挙区の定数について 
◆「木津川市及び相楽郡」は「２人」とする。 

 ◆議員定数、選挙区の定数については、これまでの検討の経過を踏まえながら、
次の案の表明がなされた。 

 ＜案－１＞ 
  ・議員の定数は「62人」を「３人」減員、「１人」増員の「60人」とする 
  ・「左京区」、「舞鶴市」、「南丹市及び船井郡」を「１人」減員 

     ・「西京区」を「１人」増員 
＜案－２＞ 
 ・議員の定数は「62人」を「１人」減員、「１人」増員 
 ・「南丹市及び船井郡」を「１人」減員 
 ・「西京区」を「１人」増員 
 

     （その後の経過） 

平成 22年９月定例会において、上記の２案が議案として提案された。 
＜案－１＞ 提出会派：自民、公明、民主、創生 
＜案－２＞ 提出会派：共産 

 
 
 
賛成多数で「案－１」が可決・成立 



選挙区・定数等に係る検討結果

令 和 ４ 年 1 0 月 5 日

議 会 運 営 委 員 会

選挙区・定数等小委員会

（選挙区・定数等に係る検討の経緯）

・ 京都府議会では、令和５年一般選挙に向けた議員の選挙区・定数等の取扱いに

ついて協議するため、令和４年７月２６日、議会運営委員会に「選挙区・定数等

小委員会」を設置し、公開の場で議論を重ねた。

・ 小委員会において取りまとめた結果は、以下に記載のとおりである。

１ 「選挙区・定数等の現状」の点検と課題

（１）点検の実施方法

・ 選挙区・定数等の現状について令和２年国勢調査人口を基準とし、点検を

実施した。

（２）点検に当たっての主な視点

・ 議員の総定数について（現行60人）

・ 選挙区の区割りについて（現行25選挙区）

・ 選挙区ごとの議員の定数について

・ 「一票の較差」について（現状、最大1.90倍）

・ 「逆転選挙区」について（現状、３通り）
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２ 検討の結果

各会派間で検討した結果について、次のとおり取りまとめる。

（１）基本的な考え方

① 府議会の役割

府議会は、この間の新型コロナウイルス感染症拡大防止対策に対し、随時、

臨時会を開催し、府内各地域における府民の意見の把握に努め、関係補正予算

等について審議するなど、二元代表制の一翼として、その役割を果たしてきた。

選挙区・議員定数は、府議会がこのような役割を十分に担えるように定める

必要がある。

② 人口比例と地域間の均衡

選挙区・議員定数は、人口比例を原則としながら、府民の幅広い意見をくみ

上げることができるよう、地域間の均衡を考慮する必要がある。

③ 府民の理解

選挙区・議員定数は、府民から十分に理解が得られる内容とする必要がある。

（２）検討内容

① 議員の総定数について

○ 現在の府議会の総定数（60人）は、旧地方自治法で定められていた上限数

（68人）と比べて少ない水準に抑えられており、コロナ禍や物価高等が府民

の生活を圧迫し、行政需要も高まる中では、幅広い府民のニーズを府政に十

分に反映するための総定数として、増員も含めた検討が考えられる。

○ しかしながら、府の国勢調査人口が減少し、また、他の都道府県において

総定数を維持又は削減していることからすれば、総定数については現行の定

数を維持すべきである。

② 「一票の較差」について

○ 一票の較差は縮小することが望ましいが、一方で府内における地域間の均

衡も考慮する必要がある。

○ 令和２年国勢調査人口による較差は、京都府においては最大で1.90倍に留

まっており、他の都道府県の状況や、最高裁判所の判例を考慮すると、直ち

に是正が必要な顕著な較差があるとはいえない。
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③ 「逆転選挙区」について

○ 逆転選挙区については、人口比例の原則から解消していくことが望ましい。

○ 一方で、総定数を維持したまま逆転選挙区を解消する場合、一部の選挙区

において定数の削減が必要となるが、そうした選挙区においては、人口動態

や行政需要などについて考慮すべき事情があり、直ちに定数を見直せる状況

にはない。

（３）まとめ

○ 以上の検討内容から、令和５年度の一般選挙の取扱いについては、議員の総

定数、選挙区の区割り及び選挙区ごとの議員の定数のいずれも現状維持とすべ

きである。

○ 一票の較差の縮小や逆転選挙区の解消については、今後も検討が必要な課題

として認識し、人口動態について注視していく。
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選挙区・定数等に係る検討結果

平成３０年１０月４日

選挙区・定数等小委員会

（選挙区・定数等に係る検討の経緯）

・ 京都府議会では、平成３１年一般選挙に向けた議員の選挙区・定数等の取扱い

について協議するため、平成３０年７月１２日、議会運営委員会に「選挙区・定

数等小委員会」を設置し、公開の場で議論を重ねた。

・ 小委員会において取りまとめた結論は、以下に記載のとおりである。

１ 「選挙区・定数等の現状」の点検等と課題

（１）点検等の実施方法

・ 選挙区・定数等の現状について点検等を実施し、課題を抽出する。

・ 点検等の実施に当たっては、平成27年国勢調査人口を基本とし、直近の推計人

口なども参考とする。

（２）点検等に当たっての主な視点

・ 「一票の較差」の状況（現状、最大1.76倍）

・ 「逆転選挙区」の状況（現状、２通り）

・ 市町村議会での決議（木津川市及び相楽郡の区域に係る定数関係）

・ 全国の趨勢（公職選挙法の改正の経過、他の都道府県の状況等）

・ 前期までの経過

・ 府民視点



２ 検討の結果

各派間で検討した結果について、次のとおり、取りまとめるものとする。

（１）「一票の較差」について

○ これまで、府議会としては「一票の較差」の是正に取り組んできたと

ころであるが、平成27年国勢調査人口による較差は、最大で1.76倍にと

どまっている。

○ 今回については、（２）のイのとおり、選挙区について現状維持とする

ので、今後とも、「一票の較差」の状況について点検等を行い、必要があ

れば、是正がなされるよう努めるべきである。

（２）議員定数及び選挙区について

ア 議員定数についての基本的方向性

○ 議員定数は、多様な府民の意思を的確に府政に反映させるため、府民

の理解が得られる必要定数とするべきである。

イ 平成３１年一般選挙の取扱いについて

○ 議員定数及び選挙区は、今回については、現状維持とする。
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資料２ 

 

選挙区・定数の検討における論点について（案） 

 

 

【論点１】地方議会・議員のあり方について 

地方議会における地域代表性の確保、監視機能・政策形成機能の充実、多様な人

材の参画が課題とされる中、地方議会及び議員のあり方をどのように考えるか。 

 

 

【論点２】１票の較差・逆転区等について 

地域代表性及び多元的代表制の観点から、１票の較差及び逆転区をどの程度まで

許容すべきか。 

 

 


